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地下構造物 の建設プ ロジェク トにおいては、施工前に実施 され る事前調査によって

得 られた情報 に基づいて建設 コス トが積算 され る。 しか しなが ら、山岳 トンネル建設

プロジェク トのような長大な線上構造物の場合 、予算制約な どの理 由によ り地質調査

の数量が限 られ るため、 トンネル建設領域 内すべての地質状況 を把握す ることは不可

能である。また、その土被 り厚 さが数百 メー トル にも及ぶ ような場合、事前調査にお

ける弾性波探査 において高精度 に弾性波速度分布 を推定できない可能性 があ るため、

弾性波探査が大きな ウェイ トを占める山岳 トンネル建設プ ロジェク トでは、建設 コス

トを推定する上で大きな不確実要因 となるであろう。

そ こで本研究では、山岳 トンネル特有の土被 り厚 さに着 日し、事前調査で得 られた

弾性波速度分布、及びボー リングコアにおける速度検層結果に対 し、この土被 り厚 さ

を考慮 して地 山評価を行い、また事後評価 として推定建設 コス トと、実施工の建設 コ

ス トの乖離について検討 を行 う。これによ り、建設 コス トが変動する リスク(地 盤 リ

スク)を 定量的に評価する事を日的 とす る。

【キー ワー ド】地盤 リスク、弾性波探査、地 山評価

1.は じめに

トンネルや地下空洞に代表 される地下空洞 を有す

るような建設プ ロジェク トにおいては、主 に地表面

か らの屈折法弾性波探査やボー リング調査 といった

地質調査が、事前調査 ・設計段階に実施 され、地下

の地質状況を把握す ることが試み られ ている。特に、

山岳 トンネル建設 プロジェク トでは、事前調査 ・設

計段階にお ける地山評価 と実際の地山状況 との乖離

によ り生 じる建設費の大幅な増加が問題 となってい

る。 この ような問題の原因 としては、事前調査に割

り当て られ る予算や期 間の制約が挙げ られる。特に

山岳 トンネル建設プロジェク トにおいては、地下深

所 に構築 され るため、また線状構造物であるため、

経済的制約 により地山を直接的に確認できるボー リ

ング調査な どは、その数量が限られ十分な調査の実

施が難 しいのが現状である。 また、調査技術の限界

なども考慮す ると、施工前の設計段階において地下

の複雑な地質条件 をすべて明 らかにすることは不可

能であるといえる。

このように、地盤条件の不確実性に起因す るさま

ざまな リス クを 「地盤 リスク」1)と定義 し、大津 ・

尾 ノ井 らが指摘 しているように、建設プロジェク ト

の発注者お よび請負者の間で締結 される建設契約に

おいては一種力の不可抗力であると認識 されてきた。

つ ま り、従来の建設プロジェク トにおける発注者は、

公共事業のオーナーとなる国や地方公共団体等であ

り、潤沢な資金 を有 してお り、多少 のコス ト変動で

あれば発注者がその全てを負担す ることが可能であ
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った と言える。

しか しなが ら、近年、公共事業 としての大型イン

フラ構造物の新規建設数は確実に減少 している。ま

た、公的機関が深刻な財政難に見舞われてお り、新

たな公共事業 に対 し資金投下が難 しくなっている。

この ような状況 をふまえ、本研究では、山岳 トン

ネル建設プ ロジェク トにおいて、地盤 リスクが建設

コス ト変動に与える影響 を事後評価の見地か ら定量

的に分析 し、検討する事 によって、限 られた事前調

査をどのように用いて建設 コス トを推定 し、実施工

の建設コス トとの乖離をいかに小 さくするかを 目的

とす る。

従来の方法6)で は、事前調査で得 られた弾性波探

査結果か ら旧JHの 地山分類表や コア評価点法によ

り地山区分 を決定 し建設 コス トを推定することで実

施工の建設 コス トとの乖離 の低減を行ってきた。 し

か し従来の方法では、山岳 トンネル建設 プロジェク

トにおいて特有の地盤 リスクである土被 り厚 さが考

慮 されていない とい う問題点がある。事前調査 とし

て弾性波探査 を用い る場合、山岳 トンネル建設プロ

ジェク トのように、土被 りが数百メー トル となるよ

うな場合 もあ り、このよ うな状況では地表面で発生

させ た弾性波が届いていない可能性 もある。 このよ

うな不確 実性 を考慮するために、N.Bamn2)の 研究

をふまえ、土被 り厚 さを考慮 した弾性波速度分布な

らびに建設 コス トの推定を行った°ただ し、本研究

では後述する支保単価 に基づいた掘削 コス トのみを

解析対象 とし、不良地 山などの出現に伴 う対策工や

補助工に関す るコス トは計上 しない ものとす る。

2.Rト ンネル概要

検討 を行 ったRト ンネルは、奈良県 中部に位置 して

お り、花 崗岩および花崗閃緑岩を主体 とした地 山に

建設 された、全長約2.45kmの2車 線道路 トンネル

である。また、Rト ンネルは既に施工が完了 してい

るため、実施工区分に基づいた掘削コス トを事後評

価 に適用することが可能である。また、Rト ンネル

において実施 されてい る事前調査は、地表踏査、地

表面か らの屈折法弾性波探査、そ して3本 のボー リ

ング調査である(図-1)。 弾性波探査 は対称 とす

る地 山全域のデータが得 られている。 これ ら得 られ

た屈折法弾性波探査結果、お よびボー リング調査を

用いて地盤 リスク解析 を行 うもの とする。

3.地 山評価 の方法

Rト ンネル において、前述のように、事前調査 と

して得 られた地表面か らの屈折法弾性波探査、およ

びボー リング調査によるボー リングコアの速度検層

結果 などが得 られてい る。 これ らの情報を元に、地

山評価を行 うことにす る。

(1)土 被 り厚 さを考慮 した弾性波探査結果

実際の地山評価を行 う際には、事前調査の評価結

果 に基づいて、 トンネル掘削における地山分類が行

われ る。そ して、得 られた地 山分類 から トンネルの

支保パターンを決定 し、建設 コス トが推定 され る。

具体的には、事前調査において得 られた地表面か ら

の弾性波探査結果を用いる。ただ し、1章 で述べた

ように、山岳 トンネルプロジェク トにおける事前調

査 として弾性波探査が実施 される場合、土被 り厚 さ

に起因 して高精度に弾性波速度分布 を推定できない

場合がある。 よって、土被 り厚 さを考慮 した弾性波

速 度 分布 な らび に建 設 コス トの推定 を行 う。N.

Bamn2)に よれば、土被 り厚 さの大きい場所で得 ら

れた弾性波速度は地 山を過大評価す る傾 向にあると

図-1屈 折法弾性波探査結果
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図-2土 被 りと弾性波速度の関係

して い る(図-2)。 た とえ ば 、 弾 性 波 速 度 が

5km/secで は、Q値 は30で あるが、土被 り厚 さが

500mの 場合Q値 は1と い う値 に調整 され る。 この時、

図か ら得 られ る関係式は式(1)に 示 され る通 りである。

(1)

また これ ら式(1)か らQ値 を消去 して得 られた以下

の式(2)を 用いて土被 り厚 さを考慮 した弾性波速度

を算定する。

(2)

ただ し、Vpは 土被 り厚 さを考慮 した弾性波速度、

Vp'は 土被 り厚 さを考慮す る前の弾性波速度、お よび

x(m)は 土被 り厚 さである。また、Bamnに よると地

表面か ら25mま では得 られた弾性波速度そのままの

解釈 としてい るため、地表面から25mま ではVp=

Vp'で ある と仮 定す る。 これ らの式 を用い弾性波探査

結果に対 し、土被 り厚 さを考慮 した地山評価 を行 う。

(2)旧JHの 地山区分表を用いた地山評価

一般目な山岳 トンネルの場合
、弾性波速度 と地 山

区分の関係 を表 した表-1の 旧JHの 地山区分表 を、

表-1旧JH地 山区分表

事前調査で得 られた屈折法弾性 波探査結果 に適用す

ることで、地 山区分を決定す ることが多い。 このた

め、まず この旧JHの 地山区分表 を用いた地 山評価

を行 う。

(3)コ ア評価点法による地 山評価

(2)に 述べた 旧JHに よる地 山区分表 は、岩石や形

状 ごとの弾性波速度 と地 山区分 との一般論 としての

関係 を示 した ものであ り、各 トンネル にお ける地山

の特徴や地質状況 といったものが必ず しも反映 され

ているわけではない。 また、表-2の よ うに、実際の

トンネル施 工時の切羽区分 に用い られてい る切羽評

価点法3)の判定項 日には、弾 性波速度の項 日が含まれ
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表-2切 羽評価点法

ていない。 この ことはすなわち、地 山区分 を判定す

る基準が、調査 ・設計段階 と施工段階で異なる とい

う問題が存在す るとい うことである。

この よ うな観点か ら、実際に山岳 トンネル を建設

す る上では、事前調査で得 られた弾性波探査結果 よ

り、地 山区分を推定 し、それ に加 え、地表踏査やボ

ー リングコアの各種試 験結果 か ら
、 この推 定 された

地 山区分を調整 して詳細設計 を行 うとい う流れ がと

られて きた。 このよ うな流れ では、地 山区分 を決定

す る上で、定量的な地 山評価基準 としての条件 を満

足す るものではない と考え られ る。

以上の よ うな問題 に対応す るた めに、近年で は、

ボー リングコアにおいて、切羽評価点法に基づいた

コアの評価 点 と、速度検層結果 として得 られ るコア

の弾性波速度 との関係 を用いたコア評価 点法 とい う

地 山区分法が導入 されてきている4)。 よって、ボー リ

ングコアで速度検層、及び、 コア評価点 といったデ

ータが得 られている地 山に対 して
、 コア評価点法 を

用いて地山区分を決定する。

(4)地 山評価における調査段階

(1)か ら(3)に 述べ た地 山評価 か ら、建設 コス トの

推定 を行 う。 まず 、地 山の弾性波速度分布 を推定す

る上で、表-3に 示す よ うな調査段 階を設 定 した。

phase1と は、事前調 査で得 られ た弾性波速度結果 を

そのまま トンネル建設領域 の地 山の弾性波速度分布

とす るもので、phase2と は、屈折法弾性波探査結果

に加 え、ボー リング孔で実施 され た速度検層結果 を

用い、外生 ドリフ ト・クリギング手法5)に より弾性波

速度分布 を推 定す るものであ る。 また、 ここで用い

るク リギング手法 とは、地盤統計学手法の一つ であ

り、対象 とす る地盤物性値 の観測情報 を用いた内挿

補完法 によ り、確率変数 としての物性値の空間分布

を算 出す る手法 である。 しか し、 トンネル事前調査

で実施 され るボー リング数量 は極めて限 られ るため、

このよ うなク リギング手法 の適用は難 しい。そ こで、

ボー リング孔にお ける速度検層結果 を正確 な点情報

とし、地表 か らの弾性波探査 で得 られた弾性波速度

分布 を不確 実性 の高い情報 として両者 を統合す る外

生 ドリフ ト・ク リギング手法に より弾性波速度 を推

定 した。つま り、外生 ドリフ ト・ク リギング手法 に

よって算出 され る推定結果は、比較的不確 実性 の高

い面情報 を正確 な点情報 を用 いて精度の向上を図っ

たものであると考えることができる。

また、 これ ら2段 階の調査段階に対 し、式(2)を 用

いて、得 られ た弾性波速度分布 に対 して土被 り厚 さ

を考慮 した弾性波速度分布 を算 定 し、比較 を行 うこ

とにす る。

表-3Rト ンネルにおける調査段階
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表-4旧JH地 山区分による楽観 ・悲観シナ リオ

4建 設 コス トの推定方法

(1)地 山区分法 を用いた建設 コス トの推定

2章 の(1)で 示 したよ うに、表-1に 示 した旧JHに

よる地山区分表 を用いた地 山区分の推 定を行 う。事

例検証 として扱 うRト ンネル は花 崗岩 お よび花 崗閃

緑岩 が卓越 しているが、表-1は 目安 としての閾値 を

示 してい るため、本研 究では重複部分 をすべ て良い

方 に取 る楽観 シナ リオ と重複部分 をすべて悪 い方 に

取 る悲観 シナ リオの2つ のシナ リオを表-4に 設定す

る。

(2)コ ア評価点法 を用 いた建設 コス トの推定

2章 の(3)で述べた よ うに、 コア評価点法 によって

地 山区分の推定を行 う。Rト ンネル においては、事

前調査 にてボー リングコアにおける速度検層結果 お

よび、切羽評価 点法によるコア評価点 が得 られてい

る。 これ らは、図-3に 示す ような相関が見 られ る。

ただ し、これ らの相 関性 を最小2乗 法 に基づ く一次

関数での近似が可能であると仮定 し、次の式(3)が

得 られた。ただ し、xは 速度検層結果 としての弾性波

速度(km/sec)、yは コア評価点 とす る。

y=22.18x-36.508(3)

また、式(2)を 適用 し、土被 り厚 さを考慮 した速度

検層結果 とコア評価点には図一4の よ うな相 関が見 ら

れ、同様 に次 の式(4)が得 られ た。

ア=13.015x+12521μ4)

図-3コ ア評価点と弾性波速度の相関

図-4コ ア評価点と土被 り厚さを考慮 した

弾性波速度の相関

表-5切 羽評価点と地山区分の関係

また、 コア評価点 と地 山区分の関係 としては、実

際の施工時において切羽評価点か ら地 山区分 を決定

す る際 に用い る関係 表(表-5)4)を 用いる。ただ し、

同表 には重複部分 が存在す るた め、あるひ とつの評

価点に関 して地 山区分 は2通 りに判定 され る可能性

がある。たとえば、評価点が60点 である場合、地山

区分 としてはClも しくはC2と なる。 これでは、明

確 な基準 が規定 され ていないた め、不確実性が存在

す ることとなる。そこで、本研究では、図-5に 示す
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図-5コ ア評価点による楽観 ・悲観 シナ リオ

よ うに、重複部分はすべて良い ほ うに取 る楽観 シナ

リオ と重複部分 をすべて悪 い方 に取 る悲観 シナ リオ

の2種 類 のシナ リオ を設 定す るこ とで、不確 実性 を

考慮 した地山区分を行 う。

(3)建設 コス トおよび乖離率の算定

Rト ンネルの ような2車 線道路においては、表-6

に示す よ うな地 山区分 と支保工単価の関係 が設定 さ

れてい る。 よって、3章 の(2)や(3)の 方法で得 られ

た地山区分 にこの表-6を 適用す る事で建設 コス トを

推定する。

また、事例検証 に用いたRト ンネル は、す でに施

工が完了 してお り、実際の地山区分 に基づいた建設

コス トが確 定 してい るため、調査 ・設計段 階におい

て推定 され た建設 コス トと実際の建設 コス トを事後

評価の観 点か ら比較検討す ることが出来 る。 ここで

は、主に、実際の建設 コス トと推定 された建設 コス

トとの乖離を式(5)の 示す乖離率 とい う指標を用いて

検討す る。

(5)

ここで,D*iは 乖離率 を表 し、CAは 実際の建設 コス ト

およびCiは 推定建設 コス トを表す。またRト ンネル

における実際の建設 コス トは約18億9710万 円であ

る。また実施工の支保パ ターンは図-6に 示す。

5.建 設 コス ト変動 リスクについての考察

(1)地 山区分表 を用 いた建設 コス ト変動 リスク

表-6地 山区分と支保単価の関係

図-7旧JH地 山区分表を用いた乖離率の推移

旧JHの 地 山区分表に基づいて地山区分を決定 し、

建設 コス トを算 出し、式(5)に より算定 した乖離率の

結果 を図-7に 示す。まず 、事前調査で得 られた弾性

波速度 か ら、そのまま地山区分表 を用いて建設 コス

トを推 定 した場合、20%を 越す乖離 リスクが生 じる

結果 となった。それに対 して、土被 り厚 さを考慮 し、

式(2)を 用いて弾性波速度 を算定 し、建設 コス トを推

定 した場合、楽観 シナ リオで約7%、 悲観 シナ リオで

約10%と 、7%～10%程 の乖離率の改善が見 られ る結

果 となった。 これ はす なわち、表-1の 地山区分表は、

基本設計 として、岩石の種類 ・形状 ご との弾性波速

度 と地 山区分 の一般論 的な関係 を示 した もので あ り、

各 トンネル地 山特有の地質状況 な どを必ず しも反映

してい るわけではな く、特に山岳 トンネル建設 プ ロ

ジェク トにおけるよ うな、土被 りが数百 メー トル と

なるよ うな状況下 においては、高精度 に地山を評価

できるとは限 らない とい う可能性が あ り、土被 りを

考慮す ることは乖離率の改善に対 して有効であると
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図-8コ ア評価点を用いた乖離率の推移

図-11コ ア評価 点を用 いた乖離率 の推移

(土被 り厚 さ考慮 あ り)

考 えられる。

(2)コ ア評価点法を用いた建設コス ト変動 リスク

次 に、 コア評価 点を用いて地山区分 を決定 し、建

設 コス トを推定、乖離率を算定 した ものを図-8に 示

す。 この時の楽観 シナ リオの支保パター ンを図一9に 、

悲観シナ リオの支保持パター ンを図-10に 示す。ま

た、事前調査 で得 られた弾性波速度 に土被 り厚 さを

考慮 して、乖離率 を算定 した場合を図-11に 示す。

この時の楽観 シナ リオの支保パ ター ンを図-12に 、

悲観 シナ リオの支保持パ ターンを図一13に 示す。ま

ず、図-8のphase1で は、楽観 シナ リオが約10%、

悲観 シナ リオが約5%と 、旧JHの 地山区分表を用い

た場合 に比べ、乖離率 の改善が見 られ た。また、調

査がphase-へ と進展 した場合 、約5%前 後 の乖離率

の改善 が見 られてお り、外生 ドリフ ト・ク リギ ング

手法 を用い るこ とで乖離量が改善 され るとい う結果

となった。 また、図-11のphase1で は、楽観シナ リ

オ、悲観 シナ リオ共に約5%前 後の幅に収 まる結果 と

な り、またphase2で は数%ほ どの乖離率の改善が見

られ ることか らや は り外生 ドリフ ト ・ク リグング手

法 によ り詳 細情報 を追加 してや るこ とが乖離量 を減

少 させ る有効 な方法であることがわかった。また

図-9楽 観シナ リオの支保(土 被 り考慮な し)

図-10悲 観シナ リオの支保(土 被 り考慮なし)

図-12楽 観シナ リオの支保(土 被 り考慮あ り)

図-13悲 観 シナ リオの支保(土 被 り考慮 あ り)

図-8と 図-11を 比較 した とき、phase-は 大 きな変

化 は無い ものの、ボー リング調査 とい う詳細情報 を

加 える前のphase1の 段階での乖離量の改善が見 られ

るた め、土被 り厚 さを考慮す ることで乖離量 を改善

す ることができる可能性があると考えられ る。

6.ま とめ と今 後の課題

本研 究では、山岳 トンネル建設プ ロジェク トにお

いて特有 の不確 実性 として土被 りの違 いが考 えられ 、

どの よ うに地 山を評価 す るときに影響 を及 ぼす かに

着 目し、N.Bamnの 「Risk and risk reduction in TBM

rock tumeling」 を引用 し、検討 を行 った。また、地盤

統計学手法 として外生 ドリフ ト ・ク リギング手法 を

用いて建設 コス トを確率統計的に推定 し、乖離率を

算定す ることによ り同手法の妥当性 について考察を

行 った。 これ らに より得 られた知見 として、以下の

ことがわかった。

・ 事前調査 として屈折法弾性波探査を用いて地山評

価 を行 う場合、特に山岳 トンネル建設プロジェク

トの ように、その土被 りが数百メー トル となるよ
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うな状況下においては、得 られた弾性波速度に対

し、土被 りを考慮 してや ることによ り乖離量を改

善す るといった結果 となった。

コア評価点法を用い る場合において も、土被 りを

考慮 してや ることで、乖離量 を改善できる可能性

があることがわかった。また、ボー リングコアに

よる速度検層結果 などの精度の高い点情報 を外生

ドリフ ト・クリギング手法を用い内挿 してや るこ

とで、乖離量が改善 され る結果 となった。 これ は

調査が進展す ることで乖離量が改善 されることを

示す ものである。

また、今後の課題 として コア評価点に内在す る不

確実性 が挙 げ られ る。本研究 において、 コア評価点

と速度検層結果 の相関関係 に一次 関数 による線形近

似が可能 である と仮定 したが、 どのよ うな近似モデ

ルが妥当であるか、またそ こに どの よ うな不確実 性

が内在す るか とい った議論 を行 う必要がある と考 え

られ る。
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Evaluation of geotechnical risk on the mountain tunnel construction projects considering
 overburden.

by Nobusuke HASEGAWA, Hiroyasu OHTSU, Shimpei YOSHIMI

 In the construction project of the underground structure, such as the mountain tunnels, the construction cost is estimated 

based on the information obtained by the geological survey. 

However, it is impossible to understand whole geological condition in a site, since the amount of the investigation 

is limited because of prior to construction limitation of budget allocated for the project. 

Especially, the geological investigation using elastic waves, which is common in design phase of mountain tunnels 

to be excavated in more than 100m depth, involves the uncertainty 

Therefore, it is important to consider the uncertainty of the ground evaluation at the investigation stage. 

From such a view point, this study aims to develop the methodology to evaluate cost variation caused by geotechnical risl, 

in the mountain tunnel construction projects, and attempts to investigate the effect of overburden on cost estimation of the 

difference between the presumption construction cost and the construction cost is examined.

一226―


